
4 年度実績に関する施策・基本事業評価表 （兼 主要な施策の成果報告書補足資料）
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令和

まちづくり目標 ともにつくるまち 政策名 人と人とがつながるまちづくり

施 策 № 4 施 策 名 定住対策の充実

主管課名 地域協働課

関係課名 商工観光課、都市計画課、生涯学習・スポーツ課、教育総務課

１０年後の
目指す姿

　人と人のつながりを大切にした力強く輝くまちで市民が生活しています。

現　　状

・ふるさと教育の実施や地域資源を活用としたイベントの開催を通じて、魚津の魅力を再発見してもらうとともに、住み続けたくなるま
ちづくりに取り組んでいます。
・様々な手法により、女性の視点から見た魚津の魅力を発信するとともに、子育て支援に取り組んでいます。
・転入者や市外在住者を対象とした住宅取得支援に努め、定住人口の拡大に取り組んでいます。

課　　題

・市民に魚津の魅力を再発見してもらい、人と人とのつながりを感じてもらうことにより、魚津のファンを増やし定住人口を拡大させる
必要があります。
・結婚、妊娠、出産、育児の切れ目ない支援と地域で子育てを支え、守っていく仕組みを作る必要があります。
・定住人口が増加するよう、転入者や市外在住者への住宅取得支援制度の充実を図る必要があります。

行　　政
・豊かな自然や人と人のつながりを活かした誰もが住みたくなるまちづくりに取り組みます。
・賑わい創出や子育て支援など若者が住み続けたくなるまちづくりに取り組みます。
・定住者を増加させるため、転入者や市外在住者に対する各種住宅対策に取り組みます。

市　　民
・

事 業 所

・ふるさと魚津に誇りと愛着を持ち、その魅力を内外に発信します。
・地域の活性化や子どもたちがのびやかに育つ環境整備に努め、地域力の向上を図ります。
・遊休資産（空家・空地）を活用した住環境整備に努めます。

基本事業① 定住人口の拡大

基本事業② 若者が住みたくなるまちづくりの推進

基本事業③ 住宅対策の推進

基本事業④

区　　分 ３年度実績 ４年度実績 ５年度実績 ６年度実績 ７年度実績 ８年度実績

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

基本事業①を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業②を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業③を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業④を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計） 35,213 59,771

基本事業①を構成する事務事業の決算額小計 12,569 28,306

基本事業②を構成する事務事業の決算額小計 2,144 3,465

基本事業③を構成する事務事業の決算額小計 20,500 28,000

基本事業④を構成する事務事業の決算額小計

Ｃ．施策に携わる正規職員数合計 18 14

Ｄ．事務事業に要する年間総時間 7,200 6,500

Ｅ．人件費　（Ｄ×１時間あたりの平均人件費） 28,246 25,194

Ｆ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｅ） 63,459 84,965

市民１人あたりにおける施策の

Ｇ．事業費　（定義式　：　Ｂ／人口 ）

　同　　上

Ｈ．人件費　（定義式　：　Ｅ／人口 ）

　同　　上

Ⅰ．トータルコスト　（定義式　：　Ｆ／人口 ）

１時間あたりの平均人件費 3,923 3,876

魚津市の人口（各年度12月末時点） 40,477 39,919

施策の現状
及び課題

施策を進めるた
めの役割分担

目指す姿の実
現のための取

組
(基本事業)

効 率 性
指　　標

円 870 1,497

円 698 631

円 1,568 2,128

参　　考

施策の
トータルコスト
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基 本 事 業 概 要 シ ー ト ①

施 策 № 4 施 策 名 定住対策の充実

基本事業名 ①定住人口の拡大

基本事業の目的（意図） ふるさと教育、地域資源を活用した賑わい創出のイベント等の実施により、魚津ファンを増やし定住人口の拡大に努めます。

令和4年度における
主な事業内容（活動内容）

【定住・交流促進事業】
・移住セミナー（オンライン２回、リアル２回）に参加し、移住を希望している方に市の魅力や暮らしについて周知するとともに、移住希望者のアテンド
を積極的に行いました。
・移住者交流会を３回実施し、移住者同士の交流の機会を創出し、移住者に本市の魅力を伝えるとともに生活支援を行いました。
・市内４校の高校生11名により、魚津市高校生合同動画制作プロジェクトを実施し、「ただいま魚津」の動画を制作し、市内高校生に周知するととも
にインターネットによる動画配信を行いました。
・子育て新婚世帯移住促進事業として、転入してきた子育て世帯11件2,200千円、新婚世帯15件3,000千円（内併用２件）を電子地域通貨ミラペイで
助成しました。
【ふるさと教育推進事業】(施策13②再掲)
・「ふるさと教育スタンダードプラン」に基づき、ふるさと発見バス事業を小学校２学年、４学年、５学年、６学年に実施しました。
・地域への愛着をもってもらうため、地場産業体験事業を小学校３年生に実施しました。
【地域おこし協力隊事業】
・令和２年７月からまちづくり担当として任命された第４期隊員は、中央通りの空き物件のリノベーションや中央通りの空き店舗を活用したタナノナカ
ミセを拠点に、まちの賑わいづくりを進めています。
・令和４年４月から農事組合法人長引野で活動している第５期隊員と令和５年２月から(株)KANATA WINERYで活動している第６期隊員は、農業振
興の活動に努めました。
・おためし地域おこし協力隊に２名の参加があり、１名は第６期隊員として任命し、１名は下野方梨組合で体験を行いましたが、採用には至りません
でした。

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度
７年度

（中間目標値）
12年度

（目標値）

△145 △110 △75 △40 ±0

△167 10月に公表予定

30 35 40 45 50 

41 36 

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

令和4年度

予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） １次評価結果

一般会計 地域おこし協力隊事業 14,026,000 8,957,882 5,068,118 Ｂ 地域協働課

一般会計 定住・交流促進事業 19,428,000 12,787,679 6,640,321 Ａ 地域協働課

一般会計 ふるさと教育推進事業 7,026,000 6,560,740 465,260 Ａ 教育総務課

一般会計 コンベンション開催事業(施策3①再掲) (3,500,000) (650,000) (2,850,000) Ｂ 商工観光課

一般会計 国際交流推進事業(施策3①再掲) (296,000) (183,554) (112,446) Ａ 地域協働課

一般会計 多文化共生推進事業(施策3①再掲) (110,000) (7,920) (102,080) Ｂ 地域協働課
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合　　計 40,480,000 28,306,301 12,173,699

成果指標名 単位

人口動態における社会動態 人 △179 △260 ＋20

県外からの移住者数 人 29 19 70 

№ 会計名 事務事業名 担当課
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基 本 事 業 概 要 シ ー ト ②

施 策 № 4 施 策 名 定住対策の充実

基本事業名 ②若者が住みたくなるまちづくりの推進

基本事業の目的（意図）
あらゆる人が、結婚や子育てに対して積極的に行動できるよう、出産・育児にやさしい企業の育成や独身者が交流しやすい環境づ
くりに取り組みます。

令和4年度における
主な事業内容（活動内容）

【女性が住みたいまち事業】
・「※SODO」を主体とした活動を実施、ミーティング、取材、編集を経て、夏にフリーペーパー「ウオヅとワタシ」を発行し、市内外へ無料配布しまし
た。
【こうのとりプロジェクト婚活支援事業】
・婚活パーティーを３回（参加者延96名）、マインドアップセミナーを４回（延参加者41名）、親向け婚活セミナーを１回（参加者23名）開催しました。
・「こうのとりマリッジサポート制度」（こうのとりサポーターによる登録者のマッチング）を継続して実施しました。
【男女共同参画推進事業】（施策１②再掲）
・魚津市男女共同参画推進市民委員会会議を１回開催し、第４次男女共同参画プランの事業報告と情報交換を行いました。
・男女共同参画地域推進員による定例会・学習会を７回開催し、広報誌を１回発行しました。
・市民への男性の家事育児参加を促進することを目的とした「スイーツセミナー」や「家中ピカピカ大作戦」を実施しました。
・令和４年10月からの「産後パパ育休」制度に併せ、男性の育児休業取得率の向上を目的に「男性の育児休業取得促進補助金」を創設し、育児休
業取得者７名と事業所11社へ各５万円を交付しました。
【ママと子どもが輝くまちづくり事業】
・新型コロナ感染症拡大により、ママや子どもの交流や活動の場が減少していることから、ママや子ども向けのイベントをフリーランスママを支援す
る団体に委託し、移住者ママのコミュニティ子育て世代のネットワーク拡大を目指しました。
【ふるさと魚津発県外学生応援事業】
・令和２～３年度に実施した事業において、住所を把握している県外学生（225名）に対し、ふるさと魚津をより身近に感じてもらうため、市の情報や
就職支援情報を送付しました。

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度
７年度

（中間目標値）
12年度

（目標値）

16 18 22 26 30 

16 19 

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

令和4年度

予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） １次評価結果

一般会計 女性が住みたいまち事業 500,000 292,903 207,097 Ｃ 地域協働課

一般会計 こうのとりプロジェクト婚活支援事業 1,510,000 1,372,480 137,520 Ｂ 地域協働課

一般会計 ママと子どもが輝くまちづくり事業 1,800,000 1,800,000 0 - 地域協働課
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合　　計 3,810,000 3,465,383 344,617

成果指標名 単位

イクボス宣言をしている行政、企業等の
団体数

団体 15 15 50 

№ 会計名 事務事業名 担当課
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基 本 事 業 概 要 シ ー ト ③

施 策 № 4 施 策 名 定住対策の充実

基本事業名 ③住宅対策の推進

基本事業の目的（意図） 転入者や市外在住者に対し、魚津に住んでもらえるきっかけとなる住宅取得支援に取り組みます。

令和4年度における
主な事業内容（活動内容）

【空家対策支援事業】（施策32①再掲）
・空家の利活用を促進するため、固定資産税の納税通知書に「空家・空地情報バンク」に関するチラシを同封しました。
・空家・空地情報バンクを活用して、所有者と利用希望者の契約が24件（前年度比較７件増）成立しました。
【子育て新婚世帯住宅取得支援事業】（施策32①再掲）
・移住・定住促進策として、居住誘導区域内（14世帯：前年度８世帯増）や子育て新婚世帯（35世帯：前年度比６世帯減）の住宅取得
者に対し、住宅取得に要する費用の一部の支援を行いました。これらの補助対象者の内、市外からの転入は、20世帯（前年度比３世
帯増）となっています。
【住宅団地造成支援事業】（再掲）
・居住誘導区域内の定住を促進するため、３区画以上の住宅団地の造成を行う事業者に住居用区画面積に対し4,000円/㎡の補助
金を交付し、２事業者が２団地20区画（前年度９区画増）を造成しました。

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度
７年度

（中間目標値）
12年度

（目標値）

1.7% 1.8% 1.8% 1.9% 2.0%

2.3% 2.1%

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

令和4年度

予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） １次評価結果

一般会計 子育て新婚世帯住宅取得支援事業 41,000,000 28,000,000 13,000,000 Ａ 都市計画課

一般会計 居住誘導区域住宅団地造成支援事業（施策29②再掲） (20,000,000) (13,960,000) (6,040,000) Ａ 都市計画課

一般会計 空家対策支援事業（施策32①再掲） (11,447,000) (4,345,515) (7,101,485) Ａ 都市計画課

予算なし 建築確認申請送付事務(施策32①再掲) (0) (0) (0) - 都市計画課

一般会計 木造住宅耐震改修支援事業(施策32①再掲) (3,000,000) (3,000,000) (0) Ａ 都市計画課
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合　　計 41,000,000 28,000,000 13,000,000

成果指標名 単位

転入世帯のうち住宅支援事業により
転入した世帯の割合

％ 1.7% 2.9% 3.0%

№ 会計名 事務事業名 担当課



施 策 № 4 施 策 名 定住対策の充実

１．施策（基本事業）の成果水準とその背景

　（成果水準が、ここ数年の間どのように推移しているか、近隣他市と比較してどうか、住民期待水準と比較してどうかなどを記述）

【①定住人口の拡大】
◆「県外からの移住者数」は、36人（前年度比５人減）となり、目標の35人を上回っています。
◆令和３年度まで実施していた40歳以下の転入者が賃貸住宅への入居の際の初期費用を助成する「若年移住者賃貸住宅助成事業」を見直し、令和
４年度から新規事業として39歳以下の新婚世帯と子育て世帯が賃貸住宅に入居した際に「子育て新婚世帯移住促進事業」として電子地域通貨ミラペ
イを子育て世帯（11世帯）、新婚世帯（15世帯）に助成しました。

【②若者が住みたくなるまちづくりの推進】
◆イクボス宣言をしている行政、企業等の団体数は、19団体（昨年度比３団体増）となり、目標値を上回っています。
◆こうのとりマリッジサポート登録者数が74人（昨年度比18名増）となっています。

【③住宅対策の推進】
◆「転入世帯のうち住宅支援事業により転入した世帯の割合」は、2.1％（前年度比0.2％減）で目標値を上回っています。
◆空家空地情報バンク制度は空家を利用したい人の問い合わせが多くなっています。（利用者登録件数平成27年度：13件、平成28年度：27件、平成
29年度：73件、平成30年度：67件、令和元年度：67件、令和２年度：69件、令和３年度：76件、令和４年度92件）
◆本市では、平成19年度から空家空地情報バンク制度を実施しており、滑川市は平成18年度から、黒部市は平成27年度から実施しています。

２．施策の成果実績に結びついている主な取り組み（事務事業）の総括

　（令和4年度において、施策及び基本事業の成果向上に貢献した主な事務事業の取組み内容を中心に記述）
【①定住人口の拡大】
＜地域おこし協力隊事業＞
◆平成30年5月から従事していた第２期隊員は、３年間の任期終了後、令和３年５月より移住コンシェルジュとして任命され、引き続き定住しています。
◆令和４年度において、第５期隊員１名、第６期隊員１名の２名が任命され定住につながりました。
＜魚津市高校生合同動画制作プロジェクト＞
◆市内４校の高校生が動画制作の専門家から技術指導を受けながら動画撮影することにより、魚津市の魅力を再発見することができました。
◆制作された動画「ただいま魚津」は、インターネット動画配信により、再生回数が49,000回を超えました。
＜子育て新婚世帯移住促進事業＞
◆転入してきた子育て世帯（39歳以下の夫婦）に対し、民間賃貸住宅に入居した際の支援を行うために電子地域通貨ミラペイを助成し、若年者の就労及び移住・定住
を促進ました。
＜ふるさと教育推進事業＞（施策13②再掲）
◆ふるさと発見バス事業や地場産業体験事業の体験を通じ、ふるさと魚津に対し、より深い学習を実現しました。

【②若者が住みたくなるまちづくりの推進】
＜こうのとりプロジェクト婚活支援事業＞
◆婚活パーティーやマインドアップセミナーを開催するとともに、こうのとりサポーターがこうのとりマリッジサポート会員のマッチングを行い、独身者の出会いの場を創
出しました。
＜男女協働参画推進事業＞（再掲）
◆男女共同地域推進員が男性育児休業取得者やイクボス企業のインタビューを広報誌に掲載し、男女共同参画の必要性を周知した結果、市民の意識の高揚が図
られました。

【③住宅対策の推進】
＜子育て新婚世帯移住促進事業＞
◆転入してきた子育て世帯（39歳以下の夫婦）に対し、民間賃貸住宅に入居した際の支援を行うために電子地域通貨ミラペイを助成し、若年者の就労及び移住・定住
を促進ました。
＜子育て新婚世帯住宅取得支援事業＞（再掲）
◆居住誘導区域内や子育て新婚世帯の住宅取得に対し、住宅取得費の一部を支援することにより、子育て新婚世帯の移住・定住を促進しました。

３．施策の課題認識及び取り組み状況

　（前年度末で残った課題、既に現年度で取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）

【①定住人口の拡大】
◆地域おこし協力隊の受け入れを希望している団体の募集を継続して実施するとともに、新たに地域おこし協力隊とともに地域活性化や地域課題の
解決を目指す団体と協議を行います。
◆現在、地域おこし協力隊として活動している４期隊員が任期終了後も定住できるように継続してサポートを行いながらまちの賑わい創出に努めま
す。
◆移住相談や移住希望者のアテンドを積極的に行い、魚津の魅力を知っていただけるよう努めます。
◆将来的に市外へ転出しても、ふるさと魚津を思い出してもらえるよう、幼少期から魚津の魅力をすり込めるよう、関係機関と連携し、ふるさと教育を
推進します。
◆高校生合同動画制作プロジェクトで制作した「ただいま魚津」の動画を魚津市出身の県外在住者に視聴してもらえるよう努めます。
◆子育て新婚世帯移住促進事業において、助成対象者の年齢を夫婦合計年齢を89歳以下に拡充し、移住者の拡大に努めます。

【②若者が住みたくなるまちづくりの推進】
◆こうのとりマリッジサポート会員の増加を目指すとともに参加してみたいと思われる婚活イベントの企画に努めます。
◆ふるさと魚津発県外学生応援事業により住所を把握している学生に対し、定期的にイベント情報や就職情報を送付することにより、ふるさと魚津の
魅力を伝え、Uターン就職を促します。
◆まちづくりに精力的に活動している方々と連携し、若者が楽しめるイベントを実施し、賑わいを創出し、住み続けたいと思えるようなまちづくりに努め
ます。

【③住宅対策の推進】
◆子育て世帯や新婚世帯の魚津市内での住宅取得や賃貸住宅の家賃への支援を行い、移住定住を促進します。
◆市営住宅の空室の有効活用を図る「移住お試し住宅事業」を実施し、移住希望者が魚津の生活を体験することや住居を取得するまでの期間の仮
住まい先とすることにより移住定住を促進します。
◆空家空地情報バンクへの登録を促進し、市内の空家や空地の情報を全国に発信するとともに空家空地情報バンクのホームページを更新し、魚津
市定住応援サイトと連携しながら、移住を検討している方に魚津での生活をイメージできるような情報発信に努めます。

令和4年度の評
価結果（基本事
業の成果を考

慮し記載）


